
平成２７年度 事務事業評価シート

5

2

Ⅱ

単位
基準値
Ｈ16

実績値
Ｈ25

％ 21 25.9

人 34,983 24,296

回 36 21

Action

事業の目的 年度

対象者等
※ハード事業
の場合は、施
設名を記載

事業の内容
根拠法令、条例、
要綱等

指標名 単位
Ｈ25
実績

Ｈ26
実績

Ｈ27
目標

Ｈ28
目標

Ｈ29
目標

Ｈ30
目標

Ｈ25
決算

Ｈ26
決算

Ｈ27
予算

Ｈ28
予算案

Ｈ29
予算案

Ｈ30
予算案

国庫
支出金

道
支出金

地方債

その他

一般
財源

17,430 17,799 19,566 18,910 18,910 18,910

52211001 17,430 17,799 19,566 19,496 18,910 18,910

国庫
支出金

13 13 13 13 13 13
道

支出金

地方債

その他
ふるさとまちづく
り応援基金積立金
繰入金

2,684 1,487

一般
財源

3,608 3,747 2,142 3,728 5,215 5,215

52212001 3,608 3,747 4,826 5,215 5,215 5,215

367 384 384 384 384

Ｈ27

上記のとお
り

上記のとおり実施中 上記のとおり

H15 － ソフト
一般
会計

　総合的な学習の
時間や生活科等を
通して、各学校の
特色ある学校づく
りを推進し、地域
の特性を活かした
特色ある教育を行
うことにより、豊
かな人間性を育む
とともに、地域へ
の愛着を育てるこ
とを目的とする。

Ｈ26

上記のとお
り

上記のとおり
・登別温泉地区の旅館やホテルで温泉入浴の体験を行い、
観光ボランティアガイドの案内で、地獄谷や施設等の見学
を実施。（各小学校３年生・８校３６７名）
・地域の自然や環境、人材を活用し講師講演（小学校３
件）、野外体験学習（小学校）、職場体験学習（中学校）
を実施。
・動物の飼育や学校菜園の実施（各小学校１・２年生を対
象に花いっぱい運動一年草購入。８校４３ケース）

上記のとおり

Ｈ26

上記のとおり

登別温泉入浴体験
者数

人 378

事業実施中に不断の事務改善
を検討・実施しております
が、事業内容に変更はありま
せん。

維持

・総合的な学習の時間は、文
部科学省が告示する教育課程
の基準である「小学校学習指
導要領（第５章総合的な学習
の時間）」及び「中学校学習
指導要領（第４章総合的な学
習の時間）」で実施が定めら
れており、市がその活動を助
長することは妥当である。

産業や自然など地
域の素材を活用し
たものづくりや社
会体験・観察を通
じて、児童・生徒
の、自ら学び、自
ら考え、主体的に
判断し、よりよく
課題を解決する資
質や能力の育成を
図っていく。

Ｈ25
以前

小・中学生 総合的な学習の時間や生活科等を通して、次のとおり各学
校の特色ある学校づくりを推進した。
・登別温泉地区の旅館やホテルで温泉入浴の体験を行い、
観光ボランティアガイドの案内で、地獄谷や施設等の見学
を実施。（各小学校３年生・８校３７８名）
・地域の自然や環境、人材を活用し講師講演（小学校６
件）、野外体験学習（小学校）、職場体験学習（中学校）
を実施。
・動物の飼育や学校菜園の実施（各小学校１・２年生を対
象に花いっぱい運動一年草購入。８校４３ケース）

小学校・中学校学
習指導要領

市内小中学校数

合　計

校

Ｈ25

上記のとおり実施中 上記のとおり

Ｈ27

上記のとおり

合　計

2 1-②

特色ある学
校づくり推
進経費 教育

委員
会

学校
教育
Ｇ

－ － － － － －

1 1-②

外国青年招
致事業

教育
委員
会

学校
教育
Ｇ

H2

Ｈ27

上記のとおり

　小学校での外国語活動や中学校での英語指導を通じて、
英語を使ったコミュニケーション能力育成のため、ネイ
ティブスピーカーとして外国人英語指導助手（以下、ＡＬ
Ｔ)を各学校に週１回以上派遣した。また、市民を対象と
した英会話教室により国際交流の推進を図った。
【配置人数】４名（小学校２名、中学校２名）
【ＡＬＴの活動】小学校での外国語活動（計390日）、中
学校での英語指導（計380日）、市民対象の英会話教室
（20回）、地域住民との交流、地獄祭りへの参加等

学校教育法、招致
外国青年任用規
則、語学指導等を
行う外国青年招致
事業実施要綱、語
学指導等を行う外
国青年招致事業募
集要項

授業実施日数 日 391 390

上記のとおり 上記のとおり

維持

本事業の実施により、英語を
使ったコミュニケーション能
力の育成を図り、国際化社会
で活躍することができる人材
育成に資することから、今後
も事業を継続することが相当
である。

事業の継続を図
り、国際理解や英
語を使ったコミュ
ニケーション能力
の育成、外国人と
積極的に関わろう
とする態度の育成
を図っていく。

390 390 390 390

Ｈ25
以前

事業実施中に不断の事務改善
を検討・実施しております
が、事業内容に変更はありま
せん。

Ｈ26

上記のとおり

－ －

－ ソフト
一般
会計

　英語を使ったコ
ミュニケーション
能力の育成によ
り、国際化社会で
活躍することがで
きる人材を育てる
ことを目的とす
る。

Ｈ25

小・中学生
（学校教育
法）、市民

Ｈ26

上記のとお
り

Ｈ27

上記のとお
り

名称

評価の判断理由、特記事
項など
（妥当性、有効性、効率性、
成果）

今後の事業の方
向性
【Ｈ28以降】

事業
区分

会計
種別

Plan  ・  Do Check

事業概要 事業の成果、目標 各年度の決算額、当該年度の予算額、今後の予算案　【　単位　：　千円　】
第２期基本計画第３次実施計画期
間中（Ｈ24～Ｈ27）における事業内
容の変更・改善等の状況

評価
ＮＯ 施策

事業名
【事務事業
コード】

部名及びグ
ループ名

開始
年度

終了
年度

3-② ３　教育環境の充実 ②　安心で衛生的な教育環境の充実 ・薬剤師による学校環境検査を定期的に実施するほか、学校保健委員会を中心に衛生的な教育環境の整備に努めます。

3-① ３　教育環境の充実 ①　児童生徒の安全確保 ・児童生徒の通学における安全確保に努めるとともに、安全な環境で学校生活を過ごせるよう、各学校の耐震化など施設設備の状況を把握し、計画的な整備の充実に努めます。

3-③ ３　教育環境の充実 ③　特別支援教育体制づくり
・校内委員会の設置やコーディネーターの指名、個別の支援計画の作成等、一人ひとりの教育的ニーズに応じた指導を進めます。
・特殊教育学校、児童相談所等の各関連機関、特殊教育振興協議会等の各種団体との連携を図り、特別支援教育の充実に努めます。

3-④ ３　教育環境の充実 ④　教員の資質の向上 ・各学校の研修の充実を図るため、登別市教育実践研究奨励校の指定を促進するとともに、登別市教育研究会との連携を図り指導方法等の向上に努めます。また、教職員研修会などへの参加を促進し教員の資質の向上に努めます。

2-③ ２　開かれた学校づくりの推進 ③　地域の教育力の活用 ・保護者や地域と連携し、図書館ボランティアやゲストティーチャーなどのボランティアの活用を促進し、地域の人材を積極的に活用します。

2-④ ２　開かれた学校づくりの推進 ④　学校評議員、学校評価の活用促進 ・学校評議員の活用を図り、自己評価・外部評価等による学校評価を促進し、学校運営の工夫改善に努めます。

2-① ２　開かれた学校づくりの推進 ①　学校公開や地域交流の推進 ・参観日、学校公開、学校行事等を通して、地域に信頼される学校づくりを推進するとともに、学校・家庭・地域とが交流する機会を通し連携を深めます。

2-② ２　開かれた学校づくりの推進 ②　地域・家庭との連携促進 ・家庭・地域へ学校からの説明責任を十分果たし、子どもたちの成長を温かく見守ることのできる地域の連携協力体制づくりを進めます。

1-③ １　特色ある教育活動の推進 ③　体験活動の充実 ・学校・家庭・地域・関係機関との連携を深め、自然・環境・人とのかかわりを通した自然体験活動・社会奉仕体験活動などの体験活動の充実を図ります。

1-④ １　特色ある教育活動の推進 ④　情報機器の効果的な活用 ・登別市教育情報センターを中心に、情報教育推進協議会を通して、情報機器のより効果的な活用に関しての調査研究を行います。

1-① １　特色ある教育活動の推進 ①　時代の変化に伴う教育課題への対応 ・新しい教育課題の調査研究を進めるとともに、ＡＬＴ（外国語指導助手）の活用や情報機器を活用した授業の充実など、国際化・情報化等に対応した教育活動を推進します。

1-② １　特色ある教育活動の推進 ②　総合的な学習の時間の充実 ・総合的な学習の時間の全体計画や各学校のねらいを明確にし、地域や学校の特色に応じた学習活動の一層の充実を図ります。

施策
コード

施策の基本的な方向性 主要な施策 具体的な内容

指標③ 地域との交流件数 14 25 15 30 42

指標② 学校開放事業の利用者数 25,248 26,505 24,845 26,715

目標値
Ｈ27

33.0

35,000

40

章 豊かな個性と人間性を育むまち

節 学校・家庭・地域と連携し心豊かな人間性を育む

施策 地域に根ざした魅力ある学校づくり

実績値
Ｈ24

実績値
Ｈ26

実績値
Ｈ27

指標① 一斉公開参観日の参加率 13.0 22.7 27.9 30.7 40.0

目標 地域に根ざした特色ある教育活動を進め、開かれた学校づくりに努める。

指標名
中間値
Ｈ21

実績値
Ｈ22

実績値
Ｈ23

25,414



Action

事業の目的 年度

対象者等
※ハード事業
の場合は、施
設名を記載

事業の内容
根拠法令、条例、
要綱等

指標名 単位
Ｈ25
実績

Ｈ26
実績

Ｈ27
目標

Ｈ28
目標

Ｈ29
目標

Ｈ30
目標

Ｈ25
決算

Ｈ26
決算

Ｈ27
予算

Ｈ28
予算案

Ｈ29
予算案

Ｈ30
予算案

名称

評価の判断理由、特記事
項など
（妥当性、有効性、効率性、
成果）

今後の事業の方
向性
【Ｈ28以降】

事業
区分

会計
種別

Plan  ・  Do Check

事業概要 事業の成果、目標 各年度の決算額、当該年度の予算額、今後の予算案　【　単位　：　千円　】
第２期基本計画第３次実施計画期
間中（Ｈ24～Ｈ27）における事業内
容の変更・改善等の状況

評価
ＮＯ 施策

事業名
【事務事業
コード】

部名及びグ
ループ名

開始
年度

終了
年度

国庫
支出金

道
支出金

地方債

その他

一般
財源

238 200 248 389 389 389

52213001 238 200 248 389 389 389

国庫
支出金

道
支出金

地方債

その他

一般
財源

1,942 2,263 2,830 3,220 3,220 3,220

52213002 1,942 2,263 2,830 3,220 3,220 3,220

国庫
支出金

道
支出金

地方債

その他

8 8 8 8 8
一般
財源

521 817 1,179 1,433 1,433 1,433

52213003 521 817 1,179 1,433 1,433 1,433

国庫
支出金

道
支出金

地方債

その他

一般
財源

18,270 38,580 37,164 32,494 28,062 3,669

52214001 18,270 38,580 37,164 32,494 28,062 3,669

国庫
支出金

道
支出金

地方債

その他

一般
財源

300 300 300 300 300 300

52222002 300 300 300 300 300 300

－ － － － －

Ｈ27

上記のとお
り

上記のとおり実施中 上記のとおり

Ｈ26

上記のとお
り

上記のとおり

【事業内容】
協議会・交流会の開催、広報誌の発行等

上記のとおり

Ｈ26

上記のとおり

－ － －

事業実施中に不断の事務改善
を検討・実施しております
が、事業内容に変更はありま
せん。

維持

　地域の教育力の向上や学校
教育の充実を図るためには、
保護者と教員の連携は不可欠
であり、その母体となってい
る登別市ＰＴＡ連合会への支
援は今後も維持していく必要
である。

　地域の教育の充
実・発展や家庭の
教育力向上のた
め、登別市ＰＴＡ
連合会の活動に対
する助成を継続し
ていく。

2 4 4 4 4

Ｈ25
以前

登別市ＰＴ
Ａ連合会

市内の小中学校及び高校のＰＴＡで構成される
登別市ＰＴＡ連合会に対し助成金を交付した。
【事業内容】
研究大会の開催、教育懇談会・交流会の開催、
母親研修会の開催、広報誌の発行等

登別市補助金等の
事務取扱に関する
規則

研修会等開催回数 回 5

Ｓ62 － ソフト
一般
会計

　研修活動や単位
ＰＴＡの連携協力
等の事業を実施す
るＰＴＡ連合会を
支援することによ
り、子どもたちが
豊かな人間性を育
むことを目的とす
る。

Ｈ25

パソコン等の情報通信機器を小中学校等に配置
し、授業・校務等において積極的に活用する。
平成27年度より２カ年計画でＩＣＴ機器（電子
黒板・実物投影機）を導入する。
平成27年度購入分
　電子黒板・実物投影機　各13台

上記のとおり

Ｈ27

上記のとおり

合　計

7 2-②

ＰＴＡ連合
会助成金 教育

委員
会

社会
教育
Ｇ

205 206 206 206 206 206

Ｈ27

上記のとおり

合　計

一般
会計

　パソコン等の情
報通信機器を小中
学校等に配置し、
授業・校務等にお
いて積極的に活用
することにより、
情報化社会の中
で、様々な情報を
主体的に選択・活
用することができ
る能力を育むこと
を目的とする。

Ｈ25

小・中学生
及び教員

Ｈ26 維持
ITネットワーク社会に生きる
子どもたちに、必要な資質を
養う事業として重要である。

家庭においてパソ
コン等の情報通信
機器を有しない子
どもたちにとって
は、情報通信技術
（ＩＴ）に触れる
貴重な機会であ
り、子どもたちへ
の情報教育は欠く
ことのできない教
育であり、今後に
おいても情報教育
の推進及び充実を
図っていく。

200 200 200 200

Ｈ25
以前

事業実施中に不断の事務改善
を検討・実施しております
が、事業内容に変更はありま
せん。

Ｈ26

上記のとおり

6 1-④

小中学校情
報教育推進
事業費 教育

委員
会

学校
教育
Ｇ

H12

体験学習実施回数
（宿泊）

回 7

ソフト
一般
会計

　地域の特性を生
かした自然体験学
習を推進すること
により、児童・生
徒の社会性・自主
性を育むことを目
的とする。

　ネイチャーセンターを活用し、宿泊研修や炊事遠足など
の自然体験学習を行うために、児童・生徒の移動に必要な
バスの借上げを行った。
【対象学年等】
各小学校５年生（参加児童数７校315名）
各中学校１年生（参加生徒数２校201名）
【内容】
・１日目：自然遊び体験、ものづくり体験、屋外調理実習
・２日目：周辺散策、昼食、帰校　等

Ｈ27

上記のとお
り

上記のとおり実施中

小中学校の児童・生徒用のパソコンを各小中学
校に設置した。
平成25年度購入分（債務負担行為設定）
　小学校児童用ＰＣ　　　　　50台
　中学校生徒用ＰＣ　　　　　82台
　イントラネットワーク機器　14台

学校教育法

小学校パソコン台
数

※１校あたり25台

台 200 200

小中学校の児童・生徒用及び教職員・事務員用
パソコンを各小中学校に設置した。
平成26年度購入分（債務負担行為設定）
　小学校児童用ＰＣ　　　158台
　中学校生徒用ＰＣ　　　150台
　教職員用ＰＣ　　　　　150台
　事務用ＰＣ　　　　　　 15台

上記のとおり

中学校パソコン台
数

※１校あたり41台
（平成26年度分か
ら緑陽中学校のみ
42台）

台

－ ソフト

上記のとお
り

Ｈ27

上記のとお
り

Ｈ26

上記のとお
り

上記のとおり
【対象学年等】
各小学校５年生（参加児童数８校454名）
各中学校１年生（参加生徒数２校224名）
【内容】
・１日目：自然遊び体験、ものづくり体験、屋外調理実習
・２日目：周辺散策、昼食、帰校　等

上記のとおり

Ｈ26

自然体験を通じて、教室では
学ぶことができない事柄に触
れ、児童生徒に学ぶことの楽
しさを実感させることができ
るため、市が事業を行うこと
は妥当である。

地域の特性を生か
した自然体験学習
を推進することに
よる児童・生徒の
社会性・自主性を
育むため、今後も
継続して実施して
いく。

5 5 5

Ｈ25
以前

事業実施中に不断の事務改善
を検討・実施しております
が、事業内容に変更はありま
せん。

維持

上記のとおり

学校教育法

体験学習実施回数
（日帰り）

回 2 2 5

Ｈ25

小学５年
生・中学１
年生

上記のとおり

5 1-③

自然体験学
習推進経費 教育

委員
会

学校
教育
Ｇ

H14 －

－ － － － －

Ｈ27

上記のとお
り

上記のとおり実施中 上記のとおり

Ｈ27

上記のとおり

合　計

Ｈ26

上記のとお
り

上記のとおり 上記のとおり

Ｈ26

上記のとおり

－ － －

事業実施中に不断の事務改善
を検討・実施しております
が、事業内容に変更はありま
せん。

維持

特別活動は、文部科学省が告
示する教育課程の基準である
「中学校学習指導要領（第５
章特別活動）で実施が定めら
れており、市がその活動を助
長することは妥当である。

今後も集団活動を
通して、心身の調
和のとれた発達と
個性の伸長を図る
とともに、協力し
てよりよい生活を
築こうとする自主
的、実践的な態度
の育成を図ってい
く。

1,145 1,295 1,295 1,295 1,295

Ｈ25
以前

中学生（中
学校学習指
導要領）

　各学校の特色や生徒の発達段階などを踏ま
え、学級活動、生徒会活動、学校行事、部活動
等に必要なバスの借上げや物品等の購入を行っ
た。

中学校学習指導要
領

生徒数 人 1,161

H14 － ソフト
一般
会計

　集団活動を通し
て、集団の一員と
しての自覚を深
め、心身の調和の
とれた発達と個性
の伸長を図るとと
もに、協力してよ
りよい生活を築こ
うとする自主的、
実践的な態度の育
成を助長すること
を目的とする。

Ｈ25

上記のとおり実施中 上記のとおり

Ｈ27

上記のとおり

合　計

4 1-③

特別活動推
進経費（中
学校） 教育

委員
会

学校
教育
Ｇ

－ － － － － －

Ｈ27

上記のとおり

合　計

－

－ ソフト
一般
会計

　集団活動を通し
て、集団の一員と
しての自覚を深
め、心身の調和の
とれた発達と個性
の伸長を図るとと
もに、協力してよ
りよい生活を築こ
うとする自主的、
実践的な態度の育
成を助長すること
を目的とする。

維持

特別活動は、文部科学省が告
示する教育課程の基準である
「小学校学習指導要領（第６
章特別活動）で実施が定めら
れており、市がその活動を助
長することは妥当である。

今後も集団活動を
通して、心身の調
和のとれた発達と
個性の伸長を図る
とともに、協力し
てよりよい生活を
築こうとする自主
的、実践的な態度
の育成を図ってい
く。

2,510 2,510 2,510 2,510

Ｈ25
以前

事業実施中に不断の事務改善
を検討・実施しております
が、事業内容に変更はありま
せん。

Ｈ26

上記のとおり

3 1-③

特別活動推
進経費（小
学校） 教育

委員
会

学校
教育
Ｇ

H14

　各学校の特色や児童の発達段階などを踏ま
え、学級活動、生徒会活動、学校行事、部活動
等に必要な物品等を購入した。

小学校学習指導要
領

児童数 人 2,246 2,402

上記のとおり 上記のとおり

－

Ｈ25

小学生（小
学校学習指
導要領）

Ｈ26

上記のとお
り

Ｈ27

上記のとお
り



Action

事業の目的 年度

対象者等
※ハード事業
の場合は、施
設名を記載

事業の内容
根拠法令、条例、
要綱等

指標名 単位
Ｈ25
実績

Ｈ26
実績

Ｈ27
目標

Ｈ28
目標

Ｈ29
目標

Ｈ30
目標

Ｈ25
決算

Ｈ26
決算

Ｈ27
予算

Ｈ28
予算案

Ｈ29
予算案

Ｈ30
予算案

名称

評価の判断理由、特記事
項など
（妥当性、有効性、効率性、
成果）

今後の事業の方
向性
【Ｈ28以降】

事業
区分

会計
種別

Plan  ・  Do Check

事業概要 事業の成果、目標 各年度の決算額、当該年度の予算額、今後の予算案　【　単位　：　千円　】
第２期基本計画第３次実施計画期
間中（Ｈ24～Ｈ27）における事業内
容の変更・改善等の状況

評価
ＮＯ 施策

事業名
【事務事業
コード】

部名及びグ
ループ名

開始
年度

終了
年度

国庫
支出金

道
支出金

地方債

その他

一般
財源

0 423 1,155 1,165 1,165 1,165

52222008 0 423 1,155 1,165 1,165 1,165

国庫
支出金

道
支出金

地方債

その他

一般
財源

300

52222009 0 300 0 0 0 0

国庫
支出金

道
支出金

地方債

その他

一般
財源

0 0

52224001 0 0 0 0 0 0

国庫
支出金

道
支出金

地方債

その他

一般
財源

1,924 2,473 2,265 2,400 2,400 2,400

52231001 1,924 2,473 2,265 2,400 2,400 2,400

国庫
支出金

道
支出金

地方債

その他

一般
財源

15,328 16,199 19,045 12,587 12,587 12,587

52231002 15,328 16,199 19,045 12,587 12,587 12,587

Ｈ25
以前

終了
登別市ＰＴＡ連合会が主管と
なる本事業が終了したため。

本事業は終了とな
るが、今後も登別
市ＰＴＡ連合会の
活動を支援してい
く。

Ｈ26

第61回日本
ＰＴＡ北海
道ブロック
研究大会胆
振西部･登
別大会実行
委員会

本市で開催された第61回日本ＰＴＡ北海道ブ
ロック研究大会に対し、大会実施に係る経費の
一部を補助した。
【事業実績】
　実施日：10月11日（土）・12日（日）
　会　場：市内小学校・登別市民会館・
　　　　　日本工学院北海道専門学校
　参加者数：1,150人

登別市補助金等の
事務取扱に関する
規則

Ｈ26

登別市ＰＴＡ連合会が本事業
の主管となったことにより、
補助を行った。

－ － － － － － － －

Ｈ27 Ｈ27

合　計

2-②

第61回日本
ＰＴＡ連合
会北海道ブ
ロック研究
大会開催補
助金

教育
委員
会

社会
教育
Ｇ

－ H26 ソフト
一般
会計

　全道のＰＴＡが
集まり実施する研
究大会を支援する
ことにより、本市
の教育力向上を図
ることを目的とす
る。

Ｈ25

参加者数 人 1,150

Ｈ26

上記のとお
り

上記のとおり
【対象者】幌別小学校５名、幌別中学校４名、
登別小学校28名

Ｈ26

平成10年度札内小中学校の統
廃合、平成19年度登別温泉小
学校の統廃合により、遠隔地
から通学する児童生徒の安全
の確保及び保護者の経済的負
担の軽減することから、今後
も事業を継続していくことが
相当であるが、札内路線は、
利用者が減少傾向にあるた
め、平成２８年度よりバスか
らタクシーによる運行へ変更
する。登別路線に関しては、
利用者が現在２８名いるた
め、バスによる運行で検討し
ていく。

　札内路線の運行
方法を変更し、事
業の継続を図り、
遠隔地から通学す
る児童生徒及び保
護者の負担の軽減
に努めていく。

33 33 33

Ｈ25
以前

本事業に係る経費や契約手法
等の事業内容について、運行
本数を精査するとともに、代
替案について検討した。

改善

バス運行に係る国の指針によ
る新料金体制を考慮して、運
行方法を含め、再度検討し
た。

－ －

利用人数 人 47 37 33

Ｈ25

12 3-①

スクールバ
ス運行事業 教育

委員
会

学校
教育
Ｇ

H10 －

－ － － － －

Ｈ27

上記のとお
り

上記のとおり実施中 上記のとおり

11 3-①

児童生徒遠
距離通学費
補助金 教育

委員
会

学校
教育
Ｇ

ソフト
一般
会計

　遠隔地から通学
する児童・生徒に
スクールバスを運
行することによ
り、児童生徒の身
体的負担及び保護
者の経済的負担を
軽減することを目
的とする。

　札内町及び来馬町に居住する児童・生徒を幌
別小学校・幌別中学校へ、カルルス地区、上登
別地区、登別温泉地区・中登別地区に居住する
児童を登別小学校へ送迎するスクールバスを運
行した。
【対象者】幌別小学校５名、幌別中学校４名、
登別小学校38名

Ｈ27

上記のとお
り

上記のとおり実施中
【対象者】幌別小学校２名、幌別中学校３名、
登別小学校28名

小・中学生
（学校教育
法）

Ｈ27

札内路線をバスからタクシー
へ変更し、登別路線に関して
は、現状と同様に運行する方
向で検討する。

合　計

Ｓ51 － ソフト
一般
会計

　遠隔地からバス
通学する児童生徒
の通学費を補助す
ることにより、保
護者の経済的負担
の軽減を図ること
を目的とする。

Ｈ25

－ － － － － －

Ｈ26

上記のとお
り

上記のとおり
【補助実績】
　小学校２校（５名）、中学校３校（87名）

上記のとおり

Ｈ26

上記のとおり

－ － －

事業実施中に不断の事務改善
を検討・実施しております
が、事業内容に変更はありま
せん。

維持

本事業の実施により、児童生
徒の通学の安全性を確保し、
保護者の経済的負担が軽減さ
れることから、今後も事業継
続することが相当である。

事業の継続を図
り、遠隔地から通
学する児童生徒及
び保護者の負担の
軽減に努めてい
く。

92 114 114 114 114

Ｈ25
以前

バス通学児
童・生徒

バス通学児童・生徒に対して、通学に要する費用の一部を
補助した。
【補助対象】正規の交通機関があり、これを利用して通学
する地域から通学する児童及び生徒であって、３か月定期
券代金の１か月所要額が小学生の場合2,700円、中学生の
場合5,200円以上となる地域から通学する児童生徒等
【補助実績】
　小学校２校（８名）、中学校３校（57名）

登別市遠距離通学
児童及び生徒通学
費補助金交付要綱

助成人数

Ｈ27

合　計

－ － － － － －

Ｈ27

上記のとおり

合　計

－ ソフト

上記のとお
り

Ｈ27

維持
（統合）

地域が学校経営に参加する制
度として、学校評議員制度と
コミュニティスクールがある
が、当市においては、平成26
年度中に国が推進するコミュ
ニティスクールへ全校が移行
したことから、本事業は廃止
して、開かれた学校づくりは
コミュニティスクール活動支
援事業費で推進していく。

今後は、コミュニ
ティースクール活
動支援事業費で、
更なる学校評価の
促進、学校運営の
工夫改善を図って
いく。

－ － － －

Ｈ25
以前

小中学校入学時のギャップに
対応するため、学校種間の連
携、地域の教育力の向上が求
められたことから、登別市立
学校運営協議会設置要綱の策
定に向けて検討を行った。

Ｈ26

登別市立学校運営協議会設置
要綱の運用により、学校に対
する様々な評価・助言・支援
等の取組みが行われるように
なった。

各学校における教育活動などの学校運営の状況について自
ら評価を行い、評価結果に基づいて学校運営や指導方法等
の改善を図るとともに、評価結果を含め学校の情報を積極
的に保護者等へ提供した。また、自己評価だけではなく、
学校評議員を設置し外部評価を実施した。
【学校評議員】教育に関する理解と識見を有する者で学校
長の推薦を受けた者を教育委員会が委嘱し設置する。学校
長の求めに応じて、学校運営に関しての意見や助言、学校
と家庭や地域社会の連携の促進等を行う。

登別市立学校管理
規則、登別市立学
校学校評議員設置
要綱

評議員会（運営協
議会）開催回数

回 32 32

従来の学校評議員制度から、市内全小中学校が
学校運営協議会制度へ移行し、学校運営方針へ
の意見や承認・学校評価の手法改善・学校や地
域の課題について熟議を重ねることで、学校・
保護者・地域が一体となった、地域とともにあ
る学校づくりを更に推進した。

地方教育行政の組
織及び運営に関す
る法律、登別市立
学校運営協議会設
置要綱

－ －

人 65

一般
会計

　各学校が保護者
や地域住民等との
信頼にしっかり応
えながら、家庭や
地域社会と連携協
力して、地域全体
として子どもたち
の成長を支えてい
くことができるよ
うな学校づくりを
推進することを目
的とする。

Ｈ25

小・中学生
（学校教育
法）、市民

Ｈ2610 2-④

開かれた学
校づくり推
進事業 教育

委員
会

学校
教育
Ｇ

H15

2-②

コミュニ
ティスクー
ル活動支援
事業費

教育
委員
会

学校
教育
Ｇ

H15 － ソフト
一般
会計

　各学校が保護者
や地域住民等との
信頼にしっかり応
えながら、家庭や
地域社会と連携協
力して、地域全体
として子どもたち
の成長を支えてい
くことができるよ
うな学校づくりを
推進することを目
的とする。

Ｈ25

評議員会（運営協
議会）開催回数

回 － 32 39 39 39 39

Ｈ25
以前

維持

本事業の実施により、保護
者・地域住民の意見が反映さ
れ、地域の信頼にこたえる学
校づくりが推進されることか
ら、今後も事業を継続するこ
とが相当である。

事業の継続を図
り、学校・保護者
地域住民との関係
性を強めていくこ
とで学校力の向上
を図っていく。

Ｈ26

上記のとお
り

従来の学校評議員制度を改め、学校運営協議会
制度を導入し、学校運営方針への意見や承認・
学校評価の手法改善・学校や地域の課題につい
て熟議を重ねることで、学校・保護者・地域が
一体となった、地域とともにある学校づくりを
更に推進した。

地方教育行政の組
織及び運営に関す
る法律、登別市立
学校運営協議会設
置要綱

Ｈ26

登別市立学校運営協議会設置
要綱の運用により、学校に対
する様々な評価・助言・支援
等の取組みが行われるように
なった。

－ － － － － － － －

Ｈ27

上記のとお
り

上記の事業に加えて、新たに地域の人材（退職
教員等）を活用した放課後学習の取組みを中学
校で開始して、生徒の学力の向上・地域と学校
の連携強化を推進する。

上記のとおり

Ｈ27

事業実施中に不断の事務改善
を検討・実施しております
が、事業内容に変更はありま
せん。

合　計

9

8



Action

事業の目的 年度

対象者等
※ハード事業
の場合は、施
設名を記載

事業の内容
根拠法令、条例、
要綱等

指標名 単位
Ｈ25
実績

Ｈ26
実績

Ｈ27
目標

Ｈ28
目標

Ｈ29
目標

Ｈ30
目標

Ｈ25
決算

Ｈ26
決算

Ｈ27
予算

Ｈ28
予算案

Ｈ29
予算案

Ｈ30
予算案

名称

評価の判断理由、特記事
項など
（妥当性、有効性、効率性、
成果）

今後の事業の方
向性
【Ｈ28以降】

事業
区分

会計
種別

Plan  ・  Do Check

事業概要 事業の成果、目標 各年度の決算額、当該年度の予算額、今後の予算案　【　単位　：　千円　】
第２期基本計画第３次実施計画期
間中（Ｈ24～Ｈ27）における事業内
容の変更・改善等の状況

評価
ＮＯ 施策

事業名
【事務事業
コード】

部名及びグ
ループ名

開始
年度

終了
年度

国庫
支出金

道
支出金

地方債

その他

一般
財源

4,677 12,100 16,320

52231007 0 4,677 0 0 12,100 16,320

国庫
支出金

学校施設環境改善
交付金、地域の元
気臨時交付金（H25
のみ）

2,055 8,939 4,470

道
支出金

地方債 9,100 7,700 22,900 12,600 9,000 34,900

その他

一般
財源

1,057 2,668 7,753 4,713 4,088 11,833

52231009 12,212 10,368 39,592 17,313 17,558 46,733

国庫
支出金

社会資本整備総合交
付金（住宅・建築物
安全ストック形成事
業）

1,399 4,500

道
支出金

地方債

その他

一般
財源

2,801 7,650

52231013 4,200 12,150 0 0 0 0

国庫
支出金

社会資本整備総合交
付金（住宅・建築物
安全ストック形成事
業）

1,732 2,811

道
支出金

地方債

その他

一般
財源

4,852 5,829

52231014 6,584 8,640 0 0 0 0

国庫
支出金

道
支出金

地方債 1,600

その他

一般
財源

1,229 1,868 0 1,518 1,518

52231015 1,229 3,468 0 0 1,518 1,518

H4 － ハード
一般
会計

　児童等が安心し
て学校生活を送る
ことが出来るよ
う、教育環境の改
善を図ることを目
的とする。

Ｈ25

Ｈ26

上記のとお
り

上記のとおり
【改修実績】
登別小学校グラウンド排水改修工事
青葉小学校遊具取替工事

上記のとおり

Ｈ26

上記のとおり

－ － －

事業実施中に不断の事務改善
を検討・実施しております
が、事業内容に変更はありま
せん。

維持

　老朽化や改善が必要な施設
を計画的に改修することによ
り、教育環境の改善及び向上
を図る必要があることから、
今後も事業を継続することが
相当と考えるが、市内小学校
整備における優先順位を考慮
し、平成27年度は事業を休止
し、平成28年度以降の事業実
施を検討する。

平成27年度は事業
を休止するが、今
後も児童等が安全
で安心な学校生活
をおくれるよう、
計画的に教育環境
整備を実施してい
く。

2 0 0 1 1

Ｈ25
以前

市内小学校 　小学校の学校敷地内の遊具や舗装、雨水排
水、グラウンドの排水等、屋外教育環境の改善
を行った。
【改修実績】
若草小学校遊具取替工事

学校教育法

対象小学校
（改修等）

17 3-①

小学校周辺
整備事業 教育

委員
会

総務
Ｇ
（教
育）

Ｈ27

合　計

1 1 1 1

Ｈ27

上記のとお
り

上記のとおり実施中
【平成27年度事業】
幌別小学校屋外キュービクル取替工事
西陵中学校外壁改修工事
緑陽中学校便所洋式化工事実施設計委託→28年
度実施予定
緑陽中学校便所洋式化工事→28年度実施予定

上記のとおり

14 3-①

小中学校校
舎改修事業 教育

委員
会

総務
Ｇ
（教
育）

H19 － ハード

－ － －

Ｈ27 ー ー ー

Ｈ27

Ｈ26

上記のとお
り

上記のとおり
【改修実績】
幌別中学校屋上防水改修工事、給食リフト改修
工事（幌別西小、富岸小）

上記のとおり

Ｈ26

上記のとおり

対象中学校
（便所洋式化）

校 1

事業実施中に不断の事務改善
を検討・実施しております
が、事業内容に変更はありま
せん。

維持

　老朽化している施設を計画
的に改修することにより、教
育環境の改善及び向上を図る
必要があることから、今後も
事業を継続することが相当と
考える。

公共施設整備方針
を踏まえ、今後も
児童生徒等が安全
で安心な学校生活
をおくれるよう、
計画的に教育環境
の整備を実施して
いく。

3 2 5 2 2

Ｈ25
以前

市内小中学
校

小中学校の校舎の老朽化に伴い校舎等の改修を
行った。また、中学校便所の大便器を和式から
洋式に改修した。
【改修実績】
緑陽中学校便所洋式化改修工事、青葉小学校給
食リフト改修工事

学校教育法

対象小中学校
（校舎等改修）

上記のとおり

合　計

一般
会計

　児童生徒等が安
心して学校生活を
送ることが出来る
よう、教育環境の
改善を図ることを
目的とする。

Ｈ25

－ －

0

校 1

校 1

教育施設解
体事業

教育
委員
会

総務
Ｇ
（教
育）

H21 H26 ハード
一般
会計

　児童生徒等が安
心して学校生活を
送ることが出来る
よう、教育環境の
改善を図ることを
目的とする。

Ｈ25

対象施設 棟 0 2 0 0 1 1

Ｈ25
以前

維持

老朽化により教育施設の改修
が困難で支障をきたしている
箇所を年次的にに解体する必
要があるため、今後も事業を
継続することが相当と考える
が、教育施設全体の整備計画
を考慮し、平成27年度は事業
を休止し、平成28年度から計
画的に事業実施を検討する。

平成27年度は事業
を休止するが、今
後も児童等が安全
で安心な学校生活
をおくれるよう、
計画的に教育環境
整備を実施してい
く。

Ｈ26

市内各教育
施設

教職員住宅の解体、跡地整備
【解体実績】
登別小学校敷地内教職員住宅
ブロック造平屋建て　1棟
ブロック造長屋2階建て　1棟

学校教育法

Ｈ26

事業実施中に不断の事務改善
を検討・実施しております
が、事業内容に変更はありま
せん。

－ － － － － － － －

Ｈ27 Ｈ27

合　計

7

Ｈ25
以前

事業実施中に不断の事務改善
を検討・実施しております
が、事業内容に変更はありま
せん。

終了15 3-①

小学校耐震
診断等事業 教育

委員
会

総務
Ｇ
（教
育）

H21 H26 ソフト
一般
会計

　大型地震の発生
に備え、安全・安
心な教育環境を整
備する事を目的と
する。

H25

市内小学校 　耐震化優先度調査の結果に沿って、地震に対
して倒壊等の危険性があると推定される建物の
耐震性能を把握するため、耐震診断（２次診
断）を行った。
【実績箇所】登別小学校校舎（２棟）

建物等の耐震改修
の促進に関する法
律、地震防災対策
特別措置法、学校
教育法

診断対象棟数 棟 3

　児童が学習する場である学
校施設の地震に対する安全確
保の推進が図られる。

平成26年度で事業
終了。

耐震診断の結果を
踏まえ、計画的に
耐震改修等を行っ
ていく。

Ｈ25

上記のとお
り

上記のとおり実施中
【実施箇所】登別西小学校校舎（５棟）、幌別
東小学校校舎（２棟）

上記のとおり

Ｈ26

上記のとおり

― ― ― ― ― ― ― ―

Ｈ26 ― ― ― Ｈ26 ―

合　計

―

合　計

16 3-①

中学校耐震
診断等事業 教育

委員
会

総務
Ｇ
（教
育）

H21 H26 ソフト
一般
会計

　大型地震の発生
に備え、安全・安
心な教育環境を整
備する事を目的と
する。

Ｈ25

市内中学校 　耐震化優先度調査の結果に沿って、地震に対
して倒壊等の危険性があると推定される建物の
耐震性能を把握するため、耐震診断（２次診
断）を行った。
【実施箇所】登別中学校校舎（６棟）

建物等の耐震改修
の促進に関する法
律、地震防災対策
特別措置法、学校
教育法

診断対象棟数 棟 6

13

2

Ｈ25
以前

事業実施中に不断の事務改善
を検討・実施しております
が、事業内容に変更はありま
せん。

終了
　生徒が学習する場である学
校施設の地震に対する安全確
保の推進が図られる。

平成26年度で事業
終了。

耐震診断の結果を
踏まえ、計画的に
耐震改修等を行っ
ていく。

Ｈ26

上記のとお
り

上記のとおり実施中
【実施箇所】幌別中学校校舎（５棟）

上記のとおり

Ｈ26

上記のとおり

－ － － － － － － －

Ｈ27 ― ― ― Ｈ27



Action

事業の目的 年度

対象者等
※ハード事業
の場合は、施
設名を記載

事業の内容
根拠法令、条例、
要綱等

指標名 単位
Ｈ25
実績

Ｈ26
実績

Ｈ27
目標

Ｈ28
目標

Ｈ29
目標

Ｈ30
目標

Ｈ25
決算

Ｈ26
決算

Ｈ27
予算

Ｈ28
予算案

Ｈ29
予算案

Ｈ30
予算案

名称

評価の判断理由、特記事
項など
（妥当性、有効性、効率性、
成果）

今後の事業の方
向性
【Ｈ28以降】

事業
区分

会計
種別

Plan  ・  Do Check

事業概要 事業の成果、目標 各年度の決算額、当該年度の予算額、今後の予算案　【　単位　：　千円　】
第２期基本計画第３次実施計画期
間中（Ｈ24～Ｈ27）における事業内
容の変更・改善等の状況

評価
ＮＯ 施策

事業名
【事務事業
コード】

部名及びグ
ループ名

開始
年度

終了
年度

国庫
支出金

道
支出金

地方債 3,800 9,500 5,700

その他

一般
財源

1,352 3,260 2,027

52231016 0 5,152 12,760 0 7,727 0

国庫
支出金

学校施設環境改善交
付金、地域の元気臨
時交付金（H25のみ）

1,764 86,397 15,000

道
支出金

地方債 8,400 140,800 9,100 100,600

その他

一般
財源

1,050 943 3,126 26,203

52231031 11,214 228,140 0 12,226 141,803 0

国庫
支出金

学校施設環境改善
交付金

104,852 58,300 44,966

道
支出金

地方債 161,900 4,600 137,800 10,100 17,000 132,600

その他

一般
財源

263 1,610 13,370 3,445 5,705 22,061

52231034 267,015 6,210 209,470 13,545 22,705 199,627

国庫
支出金

地域の元気臨時交付金
（H25のみ）・学校施設
環境改善交付金・公立
学校整備費国庫負担金

9,617 273,027 78,674 264,889 61,000

道
支出金

地方債 51,700 260,800 294,300 944,100 180,000

その他

一般
財源

54 6,659 8,555 221,129 142,000

52231035 61,371 540,486 381,529 1,430,118 383,000 0

国庫
支出金

学校施設環境改善
交付金

7,204

道
支出金

地方債 16,600

その他

一般
財源

508

52231040 0 24,312 0 0 0 0

上記のとおり
■具体的な耐震化の進め方
【改　　築】耐震診断（２次診断）又は耐力度調査→基本
設計・現況測量・地質調査→実施設計→改築工事
【平成2７年度事業】鷲別小学校校舎改築工事、鷲別小学
校既存体育館解体工事、鷲別小学校校舎改築工事監理委託

上記のとおり

Ｈ27

上記のとおり

合　計

100 100 100

一般
会計

　老朽化した学校
施設を改築するこ
とにより教育環境
の改善、地域コ
ミュニティーの場
として活用できる
よう整備を図るこ
とを目的とする。

Ｈ25

鷲別小学校

Ｈ26

上記のとお
り

Ｈ27

上記のとお
り

21 3-①

鷲別小学校
改築事業

教育
委員
会

総務
Ｇ
（教
育）

H24

平成24年度に実施した「小学校耐震化改修事業】の結果、
危険建物とされたことを踏まえ、校舎と屋内運動場の全面
改築を行うとともに、既設建物の解体及びグラウンド等の
屋外環境の整備を行う。
■具体的な耐震化の進め方
【改　　築】耐震診断（２次診断）又は耐力度調査→基本
設計・現況測量・地質調査→実施設計→改築工事
【平成25年度事業】鷲別小学校改築工事実施設計委託

学校教育法、建物
等の耐震改修の促
進に関する法律、
地震防災対策特別
措置法

実施設計進捗率 ％ 100 100

上記のとおり
■具体的な耐震化の進め方
【改　　築】耐震診断（２次診断）又は耐力度調査→基本
設計・現況測量・地質調査→実施設計→改築工事
【平成26年度事業】鷲別小学校屋内運動場改築工事、鷲別
小学校プール解体工事、鷲別小学校屋内運動場改築工事監
理委託

上記のとおり

当該年度事業達成
率

％

－ ハード

―

維持

　老朽化により学校施設や耐
震補強が困難な学校施設を改
築する必要があるため、事業
を継続することが相当であ
る。

　大型事業推進プ
ランに基づき、計
画的に改築事業を
進めていく。

上記のとお
り

耐震診断（２次診断）の結果を踏まえて、耐震補強などに
より学校施設の耐震化等を行う。
【改修実績（平成27年度事業）】
・青葉小学校校舎耐震改修工事工事監理委託（校舎耐震改
修工事監理委託、校舎耐震化改修工事外３工事（屋上防
水、外壁改修、屋外階段改修））

0 0 0 0

Ｈ25
以前

ー

終了
現状で、全体更新が必要な施
設がないことから、事業を終
了する。

Ｈ25
以前

事業実施中に不断の事務改善
を検討・実施しております

が、事業内容に変更はありま
せん。

Ｈ26

上記のとおり

ハード
一般
会計

　地震に対して倒
壊等の危険性があ
る校舎等の耐震改
修を行うことによ
り、安全・安心な
教育環境を整備す
ることを目的とす
る。

Ｈ26

上記のとお
り

耐震診断（２次診断）の結果を踏まえて、学校施設の耐震
性能を確保するため、耐震改修に係る実施設計を行う。
【事業内容】
青葉小学校校舎耐震改修工事実施設計委託

上記のとおり

Ｈ26

　耐震化されていない学校施
設を計画的に整備する必要が
あるため、今後も事業を継続
することが相当である。

　大型事業推進プ
ランに基づき、計
画的に耐震化事業
を進めていく。

1 0 2

Ｈ25
以前

事業実施中に不断の事務改善
を検討・実施しております
が、事業内容に変更はありま
せん。

維持

上記のとおり

2 1

学校教育法、建物
等の耐震改修の促
進に関する法律、
地震防災対策特別
措置法

上記のとおり

合　計

対象小学校（実施
設計）

校 2 1

Ｈ27

－ －

維持

　耐震化されていない学校施
設を計画的に整備する必要が
あるため、今後も事業を継続
することが相当と考えるが、
教育施設全体の整備計画を考
慮し、平成27年度は事業を休
止し、平成28年度から計画的
に事業を行う。

総務
Ｇ
（教
育）

H22 －

一般
会計

　地震に対して倒
壊等の危険性があ
る校舎等の耐震改
修を行うことによ
り、安全・安心な
教育環境を整備す
ることを目的とす
る

Ｈ25

市内中学校

Ｈ26

1 0

対象小学校（耐震
改修）

校 2 0 1

Ｈ25

市内小学校

上記のとおり

Ｈ27

　大型事業推進プ
ランに基づき、計
画的に耐震化事業
を進めていく。

0 0 1 0

Ｈ25
以前

事業実施中に不断の事務改善
を検討・実施しております
が、事業内容に変更はありま
せん。

Ｈ26

上記のとおり

Ｈ27

合　計

0 1 0 0

Ｈ26

市内中学校 　中学校の学校敷地内の遊具や舗装、雨水排
水、グラウンドの排水等、屋外教育環境の改善
を行った。
【改修実績】
登別中学校グラウンド防球フェンス増設工事

学校教育法

Ｈ26

　老朽化や改善が必要な施設
を計画的に改修することによ
り、教育環境の改善及び向上
を図る必要があることから、
今後も事業を継続することが
相当と考える。

今後も、生徒等が
安全で安心な学校
生活をおくれるよ
う、教育環境整備
を実施していく。

0 1 0

Ｈ25
以前

維持

事業実施中に不断の事務改善
を検討・実施しております
が、事業内容に変更はありま
せん。

－ －

ー

対象中学校
（改修等）

校 0 1 2

Ｈ25 ー

上記のとおり

Ｈ27

上記のとおり

合　計

－ － － － － －

ハード
一般
会計

　生徒等が安心し
て学校生活を送る
ことが出来るよ
う、教育環境の改
善を図ることを目
的とする。

ー

Ｈ27

上記のとお
り

上記のとおり実施中
【平成27年度事業】
鷲別中学校グラウンドフェンス整備工事
緑陽中学校法面復旧工事

18 3-①

中学校周辺
整備事業

教育
委員
会

総務
Ｇ
（教
育）

H4 －

ハード19 3-①

中学校耐震
化改修事業

教育
委員
会

総務
Ｇ
（教
育）

H21 －

20 3-①

小学校耐震
化改修事業 教育

委員
会

Ｈ27 －

耐震診断（２次診断）の結果を踏まえて、耐震補強などにより学
校施設の耐震化等を行った。
【改修実績（平成24年度からの繰越事業）】
・登別小学校（屋内運動場耐震改修工事実施設計委託、屋内運動
場地震補強・大規模改造工事監理委託、屋内運動場地震補強・大
規模改造工事外３工事（屋根、電気、機械））
・富岸小学校（屋内運動場棟耐震改修工事実施設計委託（完成
分）、屋内運動場棟地震補強・大規模改造工事監理委託、屋内運
動場棟地震補強・大規模改造工事外２工事（電気、機械））

0 0

上記のとお
り

耐震診断（２次診断）の結果を踏まえて、学校施設の耐震
性能を確保するため、耐震改修に係る実施設計を行った。
【事業実績】
鷲別中学校校舎耐震改修実施設計委託

学校教育法、建物
等の耐震改修の促
進に関する法律、
地震防災対策特別
措置法 対象中学校（耐震

化改修工事・工事
管理費）

校 0 1

　耐震診断（２次診断）の結果を踏まえて、学校施設の耐
震性能を確保するため耐震化を行う。
　また、老朽化している内外部の改修も併せて実施した。
【耐震補強の進め方】耐震診断(２次診断)→実施設計→耐
震補強工事
【改修実績（平成25年度からの繰越事業）】鷲別中学校校
舎耐震改修工事、鷲別中学校校舎外壁改修等工事、鷲別中
学校便所洋式化工事、鷲別中学校校舎耐震改修工事監理委
託

上記のとおり

対象中学校（実施
設計）

校

― ― ― ― ― ― ―

Ｈ27 － － － Ｈ27 ー

合　計

3-①

中学校暖房
設備改修事
業 教育

委員
会

総務
Ｇ
（教
育）

H26 － ハード
一般
会計

暖房能力の低下で
支障をきたしてい
る箇所を改修し、
教育環境の改善を
図ることを目的と
する。

Ｈ25 － － －

対象中学校
（暖房改修）

校 0 1

22

　全体更新が必要
な暖房設備がある
場合、改修を行い
教育環境の維持、
向上を図ってい
く。

Ｈ26 市内中学校

中学校の老朽化した暖房設備の改修を行った。
【改修実施箇所】
緑陽中学校屋内運動場暖房設備改修工事

学校教育法

Ｈ26

事業実施中に不断の事務改善
を検討・実施しております
が、事業内容に変更はありま
せん。



Action

事業の目的 年度

対象者等
※ハード事業
の場合は、施
設名を記載

事業の内容
根拠法令、条例、
要綱等

指標名 単位
Ｈ25
実績

Ｈ26
実績

Ｈ27
目標

Ｈ28
目標

Ｈ29
目標

Ｈ30
目標

Ｈ25
決算

Ｈ26
決算

Ｈ27
予算

Ｈ28
予算案

Ｈ29
予算案

Ｈ30
予算案

名称

評価の判断理由、特記事
項など
（妥当性、有効性、効率性、
成果）

今後の事業の方
向性
【Ｈ28以降】

事業
区分

会計
種別

Plan  ・  Do Check

事業概要 事業の成果、目標 各年度の決算額、当該年度の予算額、今後の予算案　【　単位　：　千円　】
第２期基本計画第３次実施計画期
間中（Ｈ24～Ｈ27）における事業内
容の変更・改善等の状況

評価
ＮＯ 施策

事業名
【事務事業
コード】

部名及びグ
ループ名

開始
年度

終了
年度

登別市特別
支援教育振
興協議会

国庫
支出金

道
支出金

地方債

その他

一般
財源

295 295 295 295 295 295

52233001 295 295 295 295 295 295

国庫
支出金

特別支援教育就学
奨励費補助金

326 570 673 745 745 745

道
支出金

地方債

その他

一般
財源

574 570 673 746 746 746

52233002 900 1,140 1,346 1,491 1,491 1,491

国庫
支出金

特別支援教育就学
奨励費補助金

253 485 687 665 665 665

道
支出金

地方債

その他

一般
財源

426 485 689 666 666 666

52233003 679 970 1,376 1,331 1,331 1,331

国庫
支出金

道
支出金

地方債

その他

一般
財源

1,321 843 1,380 1,456 1,456 1,456

52233004 1,321 843 1,380 1,456 1,456 1,456

国庫
支出金

道
支出金

地方債

その他

一般
財源

758 797 750 840 840 840

52233005 758 797 750 840 840 840

ソフト
一般
会計

　特別支援学級を
設置し、生徒一人
ひとりの教育的
ニーズを踏まえ
て、自立や社会参
加に向けて必要な
支援を行うことに
より、心身に障が
いのある生徒の自
立や社会参加を促
進することを目的
とする。

　特別支援学級を設置し、生徒一人ひとりの教
育的ニーズを踏まえて、自立や社会参加に向け
て必要な支援として、学習に必要な備品及び物
品を購入した。
【特別支援学級数】４校９学級
【生徒数】17人

Ｈ27

上記のとお
り

上記のとおり実施中

特別支援学
級に在籍し
ている中学
生

上記のとおり

Ｈ26

上記のとお
り

上記のとおり
【特別支援学級数】４校10学級
【生徒数】26人

上記のとおり

Ｈ26

本事業は教育の機会均等の理
念に基づき、市は教育上必要
な支援を講じなければならな
いことから、事業を実施する
必要がある。

今後とも生徒の状
況に即した教育環
境を更に整備し、
特別支援教育の推
進を図っていく。

10 10 10

Ｈ25
以前

事業実施中に不断の事務改善
を検討・実施しております
が、事業内容に変更はありま
せん。

維持

上記のとおり

－ －

教育基本法、学校
教育法

特別支援学級数 学級 9 10 10

Ｈ25

27 3-③

特別支援教
育推進経費
（中学校） 教育

委員
会

学校
教育
Ｇ

H15 －

－ － － － －

Ｈ27

上記のとお
り

上記のとおり実施中 上記のとおり

Ｈ27

上記のとおり

合　計

H15 － ソフト
一般
会計

　特別支援学級を
設置し、児童一人
ひとりの教育的
ニーズを踏まえ
て、自立や社会参
加に向けて必要な
支援を行うことに
より、心身に障が
いのある児童の自
立や社会参加を促
進することを目的
とする。

Ｈ25

－ － － － － －

Ｈ26

上記のとお
り

上記のとおり
【特別支援学級数】７校15学級
【児童数】48人

上記のとおり

Ｈ26

上記のとおり

－ － －

事業実施中に不断の事務改善
を検討・実施しております
が、事業内容に変更はありま
せん。

維持

本事業は教育の機会均等の理
念に基づき、市は教育上必要
な支援を講じなければならな
いことから、事業を実施する
必要がある。

今後とも児童の状
況に即した教育環
境を更に整備し、
特別支援教育の推
進を図っていく。

15 17 17 17 17

Ｈ25
以前

特別支援学
級に在籍し
ている小学
生

　特別支援学級を設置し、児童一人ひとりの教
育的ニーズを踏まえて、自立や社会参加に向け
て必要な支援として、学習に必要な備品及び物
品を購入した。
【特別支援学級数】７校15学級
【児童数】42人

教育基本法、学校
教育法

特別支援学級数

26 3-③

特別支援教
育推進経費
（小学校） 教育

委員
会

学校
教育
Ｇ

－ － － － － －

Ｈ27

上記のとおり

合　計

一般
会計

　特別支援学級に
就学する生徒の保
護者の経済的負担
を軽減することを
目的とする。

Ｈ25

特別支援学
級に在籍し
ている中学
生の保護者

Ｈ26

Ｈ27

－ ソフト

上記のとお
り

18

25 3-③

特別支援教
育就学奨励
費（中学
校）

教育
委員
会

学校
教育
Ｇ

Ｓ45 維持

特別支援学級への就学の特殊
事情を鑑み、保護者の経済的
負担を軽減することは、教育
基本法第４条（教育の機会均
等）に定められていることか
ら、市が主体に行うべき事業
である。

今後も、特別支援
学級の普及奨励を
図るため、特別支
援学級に在籍して
いる児童の保護者
に対して、適切な
援助をしていく。

18 18 18 18

Ｈ25
以前

事業実施中に不断の事務改善
を検討・実施しております
が、事業内容に変更はありま
せん。

Ｈ26

上記のとおり

Ｈ27

上記のとおり

合　計

－ － － － － －

ソフト
一般
会計

　特別支援学級に
就学する児童の保
護者の経済的負担
を軽減することを
目的とする。

　特別支援学級への就学に必要な経費の一部を援助した。
【補助事業内容】
学校給食費、通学に要する交通費（通学費）、交流及び共
同学習に要する交通費、就学旅行費、校外活動等参加費、
学用品等購入費、新入学児童生徒学用品費等

Ｈ27

上記のとお
り

上記のとおり

　特別支援学級への就学に必要な費用の一部を援助した。
【補助事業内容】
　学校給食費、通学に要する交通費（通学費）、職場実習
に要する交通費（職場実習交通費）、交流及び共同学習に
要する交通費、修学旅行費、校外活動等参加費、学用品等
購入費、新入学児童・生徒学用品費等

教育基本法（第４
条）、要保護児童
生徒援助費補助金
及び特別支援教育
就学奨励費補助金
交付要綱

上記のとおり

合　計

24 3-③

特別支援教
育就学奨励
費（小学
校）

教育
委員
会

学校
教育
Ｇ

Ｓ45 －

－ － － － －

Ｈ26

上記のとお
り

上記のとおり 上記のとおり

Ｈ26

特別支援学級への就学の特殊
事情を鑑み、保護者の経済的
負担を軽減することは、教育
基本法第４条（教育の機会均
等）に定められていることか
ら、市が主体に行うべき事業
である。

今後も、特別支援
学級の普及奨励を
図るため、特別支
援学級に在籍して
いる児童の保護者
に対して、適切な
援助をしていく。

32 32 32

Ｈ25
以前

事業実施中に不断の事務改善
を検討・実施しております
が、事業内容に変更はありま
せん。

維持

上記のとおり

－

H15 － ソフト
一般
会計

　心身に障がいの
ある児童・生徒の
能力と個性を伸ば
し、将来における
社会人としての自
立と社会参加を促
すことを目的とす
る。

Ｈ25

事業の継続を図
り、引き続き特別
支援教育の充実を
図っていく。

7 7 7 7 7

Ｈ25
以前

特別支援教育指導内容の研究及び実践を進めている登別市
特別支援教育振興協議会が実施する交流学習事業に対し補
助金を交付した。
【交流学習事業の内容】
　自己紹介、公共施設の利用の仕方、自然体験、調理学
習、ルール理解、公共交通機関の利用法、造形活動、食事
指導等

－

教育基本法（第４
条）、要保護児童
生徒援助費補助金
及び特別支援教育
就学奨励費補助金
交付要綱 対象人数 人 32

Ｈ25

特別支援学
級に在籍し
ている小学
生の保護者

上記のとおり

Ｈ27

Ｈ27

上記のとお
り

上記のとおり実施中 上記のとおり

Ｈ27

上記のとおり

合　計

登別市補助金等の
事務取扱に関する
規則

交流学習実施回数

Ｈ26

上記のとお
り

上記のとおり 上記のとおり

Ｈ26

上記のとおり

－ － －

事業実施中に不断の事務改善
を検討・実施しております
が、事業内容に変更はありま
せん。

維持

本事業の実施により、心身に
障がいのある児童・生徒の能
力と個性を伸ばし、将来にお
ける社会人としての自立と社
会参加促進に資することか
ら、今後も事業を継続するこ
とが相当である。

23 3-③

登別市特別
支援教育振
興協議会交
流学習事業
補助金

教育
委員
会

学校
教育
Ｇ

回 7

上記のとお
り

学級

31 32

上記のとおり 上記のとおり

－ －

15

対象人数 人 14

上記のとおり 上記のとおり



Action

事業の目的 年度

対象者等
※ハード事業
の場合は、施
設名を記載

事業の内容
根拠法令、条例、
要綱等

指標名 単位
Ｈ25
実績

Ｈ26
実績

Ｈ27
目標

Ｈ28
目標

Ｈ29
目標

Ｈ30
目標

Ｈ25
決算

Ｈ26
決算

Ｈ27
予算

Ｈ28
予算案

Ｈ29
予算案

Ｈ30
予算案

名称

評価の判断理由、特記事
項など
（妥当性、有効性、効率性、
成果）

今後の事業の方
向性
【Ｈ28以降】

事業
区分

会計
種別

Plan  ・  Do Check

事業概要 事業の成果、目標 各年度の決算額、当該年度の予算額、今後の予算案　【　単位　：　千円　】
第２期基本計画第３次実施計画期
間中（Ｈ24～Ｈ27）における事業内
容の変更・改善等の状況

評価
ＮＯ 施策

事業名
【事務事業
コード】

部名及びグ
ループ名

開始
年度

終了
年度

国庫
支出金

道
支出金

地方債

その他

一般
財源

144 175 181 179 179 372

52233006 144 175 181 179 179 372

国庫
支出金

道
支出金

地方債

その他

一般
財源

650 600 600 600 600 600

52234001 650 600 600 600 600 600

国庫
支出金

道
支出金

地方債

その他

一般
財源

428 298 525 525 525 525

52234002 428 298 525 525 525 525

国庫
支出金

道
支出金

地方債

その他

一般
財源

771 778 2,142 252 252 252

52239001 771 778 2,142 252 252 252

国庫
支出金

道
支出金

地方債

その他

一般
財源

7,145 7,142 7,328 7,386 7,386 7,386

52239002 7,145 7,142 7,328 7,386 7,386 7,386

0 0 0 0 0

Ｈ27

上記のとお
り

上記のとおり

Ｈ26

上記のとお
り

上記のとおり

Ｈ26

上記のとおり

システムダウンの
回数

回 0

事業実施中に不断の事務改善
を検討・実施しております
が、事業内容に変更はありま
せん。

維持

　事業実施によるメリットが
大きく、定住自立圏形成協定
に基づく連携事業として、必
要性の高い事業である。ま
た、管理運用面での効率化と
セキュリティ強化も図られ、
費用対効果の大きい事業であ
る。

今後においても、
当該システムを共
同利用することに
より、運用費用の
縮減、セキュリ
ティの強化、運用
の効率化・安定化
を図る。

365 366 365 365 365

Ｈ25
以前

室蘭市 　室蘭市、壮瞥町とともに共同開発した教育情報センター
の運用に係る経費を負担金として室蘭市へ支払った。
※当該システムは、ＷＥＢ、メール、プロキシ、ファイル
等のサーバを統合し、２市１町で共同利用しており、サー
バの管理及び運用は室蘭市で実施している。室蘭市にヘル
プデスクを開設し、ＩＴの専門知識を有する選任の嘱託員
が、各小中学校からの照会や不具合対応に係る業務を行っ
た。

システムの稼働実
績日数

日 365

H23 － ソフト
一般
会計

「定住自立圏形成
協定に基づく連携
事業」として教育
情報センター機能
を室蘭市に移転・
集約し、システム
の管理及び運用に
ついての共同化を
事業化することに
より、運用・更新
経費の縮減やセ
キュリティの強化
及びシステム運用
の効率化・安定化
を図ることを目的
とする。

Ｈ25

上記のとおり

Ｈ27

上記のとおり

合　計

32 3-⑨

情報教育シ
ステム広域
化事業 教育

委員
会

学校
教育
Ｇ

0 0 0 0 0 0

Ｈ27

上記のとおり

合　計

一般
会計

「定住自立圏形成
協定に基づく連携
事業」として、学
校図書システムを
共同利用すること
により、更新費用
等の縮減とセキュ
リティの強化及び
運用の効率化・安
定化を図ることを
目的とする。

Ｈ25

室蘭市

Ｈ26

上記のとお
り

Ｈ27

上記のとお
り

維持

 事業実施にデメリットがな
く、定住自立圏形成協定に基
づく連携事業として、必要性
の高い事業である。また、管
理運用面での効率化とセキュ
リティの強化も図られ、費用
対効果が大きい事業である。

今後においても、
当該システムを共
同利用することに
より、運用費用の
縮減、セキュリ
ティの強化、運用
の効率化・安定化
を図る。

366 365 365 365

Ｈ25
以前

事業実施中に不断の事務改善
を検討・実施しております
が、事業内容に変更はありま
せん。

Ｈ26

上記のとおり

31 3-⑨

学校図書シ
ステム広域
化事業 教育

委員
会

学校
教育
Ｇ

H23

－ － － － － －

ソフト
一般
会計

　実践奨励校での
教育実践研究を実
施し、その成果を
市内小中学校で共
有することによ
り、教育レベルの
向上を図ることを
目的とする。

　実践奨励校ごとに研究主題に沿った研究を行い、その成果とし
て作成する研究紀要にかかる費用を負担した。
【実践奨励校の事業内容】学校独自又は近隣校と共同で組織的、
計画的に研究を実施。（研究の領域・分野は、学習指導、道徳教
育、教育課程等17分野で事前に教育委員会から指定を受ける必要
がある。）
【実践奨励校：８校】
（新規）幌別東小学校、鷲別小学校、若草小学校、幌別西小学
校、鷲別中学校
（継続）登別小学校、富岸小学校、幌別中学校

Ｈ27

上記のとお
り

上記のとおり
【実践奨励校の事業内容】事業内容は前年度と同様。
【実践奨励校：１０校】
（新規）幌別西小学校、鷲別小学校、若草小学校、青葉小
学校、鷲別中学校、西陵中学校
（継続）幌別小学校、登別小学校、富岸小学校、幌別中学
校

　登別市と室蘭市で共同開発を行った学校図書システムの
運用にかかる経費を負担金として室蘭市へ支払った。
※当該システムは、学校図書館の蔵書管理用システムとし
て開発しているため、利用者は両市の小中学校の児童生徒
となる。市立図書館のシステムとは非連携。

システムの稼働実
績日数

日 365 365

上記のとおり

システムダウンの
回数

回

－ ソフト

Ｈ26

上記のとお
り

上記のとおり
【実践奨励校の事業内容】事業内容は前年度と同様。
【実践奨励校：９校】
（新規）幌別小学校、登別小学校、富岸小学校、幌別中学
校
（継続）幌別東小学校、鷲別小学校、若草小学校、幌別西
小学校、鷲別中学校

上記のとおり

Ｈ26
　教職員の資質向上と学校教
育の充実を図る上で重要な事
業である。

　今後も研究結果
の発表会など結果
の共有化を行い、
教職員の資質向上
と学校教育の充実
を図る。

10 10 10

Ｈ25
以前

事業実施中に不断の事務改善
を検討・実施しております
が、事業内容に変更はありま
せん。

維持

上記のとおり

－ －

登別市教育実践研
究奨励校実施要項

実践研究奨励校数 校 8 9 10

Ｈ25

教諭

上記のとおり

30 3-④

教育実践研
究奨励事業

教育
委員
会

学校
教育
Ｇ

Ｓ45 －

4 4 4 4 4

Ｈ27

上記のとお
り

上記のとおり実施中 上記のとおり

Ｈ27

上記のとおり

合　計

Ｓ45 － ソフト
一般
会計

　教職員の職務遂
行上必要な専門性
の維持向上を図
り、市全体の教育
レベルの向上を図
ることを目的とす
る。

Ｈ25

29 3-④

登別市教育
研究会運営
事業費補助
金

教育
委員
会

学校
教育
Ｇ

Ｈ27

Ｈ26

上記のとお
り

教職員の職務遂行上必要な専門性の維持向上を図るために
各部会活動や研修会を行っている登別市教育研究会に対し
て、活動に要する経費の一部を補助した。
【教育研究会の活動実績】
・会員は、事務、養護、進路指導、コンピュータ、特別支
援教育、道徳、英語、保健体育、図工・美術、音楽、理
科、算数・数学、社会、国語の全14部会のうちいずれかの
研究部会に所属し、活動等を実施した。（研究部会の開催
（計５回））
・運営委員会の開催（計４回）

上記のとおり

Ｈ26

上記のとおり

運営委員会 回 5

事業実施中に不断の事務改善
を検討・実施しております
が、事業内容に変更はありま
せん。

維持

本事業の実施により、教職員
の知識、指導力等の資質向上
を図ることは、市全体の教育
レベルの向上に資することか
ら、今後も事業を継続するこ
とが相当である。

事業の継続を図
り、教職員の知
識、指導力等の資
質向上を推進して
いく。

5 5 5 5 5

Ｈ25
以前

登別市教育
研究会

教職員の職務遂行上必要な専門性の維持向上を図るために
各部会活動や研修会を行っている登別市教育研究会に対し
て、活動に要する経費の一部を補助した。
【教育研究会の活動実績】
・会員は、事務、養護、進路指導、コンピュータ、特別支
援教育、道徳、英語、保健体育、図工・美術、音楽、理
科、算数・数学、社会、国語の全14部会のうちいずれかの
研究部会に所属し、活動等を実施した。（研究部会の開催
（計５回））
・運営委員会の開催（計５回）

登別市補助金等の
事務取扱に関する
規則

研究部会実施回数
（１４部会）

上記のとおり

合　計

一般
会計

　言語障がい児教
育の充実・伸展を
図ることを目的と
する。

Ｈ25

Ｈ26

Ｈ27

28 3-③

言語障害通
級指導教室
運営経費 教育

委員
会

学校
教育
Ｇ

Ｓ59 －

上記のとおり

ソフト 拡大

本事業は、障がいに応じた特
別の指導を行い必要がある児
童に対して行われており、市
が事業を実施することは妥当
である。また、個別指導を通
して自立心を養う重要な事業
であり、一人ひとりに適合し
た指導が行えている。

今後とも言語治療
を必要とする幼
児・児童の個別指
導への環境を整え
ながら、言語障が
い教育の充実を
図っていくととも
に、鷲別小学校の
使用開始時の諸事
情を考慮しなが
ら、開設時期を検
討する。

50 50 50 50

Ｈ25
以前

事業実施中に不断の事務改善
を検討・実施しております
が、事業内容に変更はありま
せん。

Ｈ26

上記のとおり

Ｈ27

平成30年度に向けて、現在１
カ所（幌別小学校）の教室を
鷲別小学校の改築後に、新た
に１カ所の開設を予定してい
る。

合　計

47 43 50 50 50 50

　言語治療を必要とする幼児・児童を対象にことばの教室
を開設し、幼児部・小学部の入級判定や保護者との教育相
談、言語指導を行った。
【通級児童数】幼児部47人、小学部52人　計99人
【指導時間】週当たり1時間児童97人、週当たり2時間児童
2人　、週当たり3時間児童0人
※本事業の実施に係る人件費（幼児部のみ）4,931千円
（財源：市4,931千円）
小学部の人件費は、北海道で負担。（幌別小学校に配置）

通級児童数
（小学部）

人 52 56

上記のとおり
【通級児童数】幼児部43人、小学部56人　計99人
【指導時間】週当たり1時間児童97人、週当たり2時間児童
2人　、週当たり3時間児童0人
※本事業の実施に係る人件費（幼児部のみ）4,954千円
（財源：市4,954千円）
小学部の人件費は、北海道で負担。（幌別小学校に配置）

通級児童数
（幼児部）

人

回 5



Action

事業の目的 年度

対象者等
※ハード事業
の場合は、施
設名を記載

事業の内容
根拠法令、条例、
要綱等

指標名 単位
Ｈ25
実績

Ｈ26
実績

Ｈ27
目標

Ｈ28
目標

Ｈ29
目標

Ｈ30
目標

Ｈ25
決算

Ｈ26
決算

Ｈ27
予算

Ｈ28
予算案

Ｈ29
予算案

Ｈ30
予算案

名称

評価の判断理由、特記事
項など
（妥当性、有効性、効率性、
成果）

今後の事業の方
向性
【Ｈ28以降】

事業
区分

会計
種別

Plan  ・  Do Check

事業概要 事業の成果、目標 各年度の決算額、当該年度の予算額、今後の予算案　【　単位　：　千円　】
第２期基本計画第３次実施計画期
間中（Ｈ24～Ｈ27）における事業内
容の変更・改善等の状況

評価
ＮＯ 施策

事業名
【事務事業
コード】

部名及びグ
ループ名

開始
年度

終了
年度

国庫
支出金

道
支出金

地方債

その他

一般
財源

55 9 50 80 80 80

52239003 55 9 50 80 80 80

貸出冊数 冊 7,287 10,680 15,000 15,000

ソフト
一般
会計

　学校図書館司書
を配置することに
より、多様な読書
活動の企画を行う
など、学校図書館
の機能向上を目的
とする。

　学校図書館司書を2名配置し、子どもが利用しやすい学
校図書館を実現するための環境整備を図るとともに、子ど
もの読書活動を推進するための活動として、書籍の陳列方
法や内容紹介、図書室内のレイアウト変更等の環境整備等
を行った。
【配置状況】鷲別小学校、若草小学校、幌別西小学校、青
葉小学校に1校あたり週2日配置
※本事業の実施に係る人件費
　628千円（財源：市　628千円）

Ｈ27

　学校図書館司書を4名配置し、子どもが利用し
やすい学校図書館を実現するための環境整備を
図るとともに、子どもの読書活動を推進するた
めの活動として、書籍の陳列方法や内容紹介、
図書室内のレイアウト変更等の環境整備等を
行った。
【配置状況】全8小学校に1校あたり週2日配置

Ｈ26

　学校図書館司書を2名配置し、子どもが利用しやすい学
校図書館を実現するための環境整備を図るとともに、子ど
もの読書活動を推進するための活動として、書籍の陳列方
法や内容紹介、図書室内のレイアウト変更等の環境整備等
を行った。
【配置状況】鷲別小学校、若草小学校、幌別西小学校、青
葉小学校に1校あたり週2日配置
※本事業の実施に係る人件費
　2,121千円（財源：市　2,121千円）

Ｈ26

学校司書が、児童の発達段階
に応じた本や、児童の想像力
を育てる本を選定・紹介する
ことにより、より利用しやす
い学校図書館の環境を整える
ことが出来ているなどの成果
が上がっていることから、中
学校へ進学後も図書への興味
関心を維持し、尚且つ生徒の
進路構想に役立つ本やより創
造性を培う本の選定・管理
等、小中学校の一貫した環境
を整えてニーズに応えらるよ
う、中学校へ配置することの
検討が妥当である。

今後とも、図書の
整理・管理等を進
めながら図書室の
環境を整え、児童
の図書への興味関
心を増進させるよ
うな多様な支援活
動等を行っていく
とともに、その興
味関心を継続維持
できるよう中学校
への配置について
検討していく。

13,000 13,000 13,000

Ｈ25
以前

環境整備等の業務を、専門知
識をもった職員が最大限に力
を発揮できるよう教育委員会

で学校を選定した。

拡大

平成27年度に向けて、小学校
全校を対象とした配置につい
て検討していく。

15,000 15,000

配置校における図
書館利用児童数

人 8,437 12,366 13,000

Ｈ25

33 3-⑨

学校図書館
司書配置事
業 教育

委員
会

学校
教育
Ｇ

H25 －

Ｈ27

全小学校に配置を完了。中学
校への配置を検討していく。

合　計


